
長周期地震動対策の補助制度のご紹介

①超高層建築物 　高さ６０ｍを超える建築物
②免震建築物 　免震装置が設置された建築物（地階を除く階数が３を超えるもの）

対象建築物

補助対象

補助率

補助限度額

①長周期地震動対策の対象区域（図1の青、赤及び緑の区域）にあるマンションを含む区分所有建物。
②平成12年5月以前に建築されたもので、長周期地震動対策の対象区域（図1の青、赤及び緑の区域）にあるもの。
③平成12年6月以降に建築されたもので、長周期地震動対策の対象区域のうち、想定される地震動が特に大きい
　区域（図1の青及び赤の区域）にあるもの。

詳細診断に要する費用  詳細診断に要する費用の  １／３  を補助※1

改修設計に要する費用  改修設計に要する費用の  １／３  を補助

改修工事に要する費用  改修工事に要する費用の  1 1 . 5％  を補助※2

1 , 0 0 0㎡以内の部分　　  　 3 , 6 7 0円／㎡

1 , 0 0 0㎡超え
2 , 0 0 0㎡以内の部分　　　

1 , 5 7 0円／㎡  

2 , 0 0 0㎡を超える部分　　1 , 0 5 0円／㎡

次の①・②のいずれか低い方の額

①  5 7 , 0 0 0円 /㎡
　（免震工法等の場合9 3 , 3 0 0円 /㎡）  

②  8 , 1 5 0円 /㎡に1 6億3千万円を加えた額

※1  詳細診断 ※2  改修工事

支援制度に関するお問い合わせ
耐震対策緊急促進事業実施支援室

                
  電   話：0 3 - 6 8 0 3 - 6 2 9 3　問い合わせ先
　m a i l ： i n f o @ t a i s h i n - s h i e n . j p

ホームページ　h t t p s : / / www . t a i s h i n - s h i e n . j p /

(令和6年度時点)

※図は「４長周期地震動対策の対象エリア」をご参照ください。

南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動の対策が必要なエリアは、図１になります。
図１の地域の超高層建築物等は、長周期地震動の大きさが、建物の建築時に想定していた
地震動の大きさを上回る可能性があります。

長周期地震動対策の対象エリア

関東地域 静岡地域 中京地域 大阪地域

図１：補助対象地域

※補助要件等、詳しくは耐震対策緊急促進事業実施支援室にご確認ください。

建設時の想定を上回る可能性が非常に高い地域建設時の想定を上回る可能性が高い地域建設時の想定を上回る可能性がある地域
（建設時に告示波の検討を行っている場合は対象外）

対象地域の町名リストについてはコチラ






